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憲法は私たち国民のもの
藤村　コノヱ

今月の
テーマ

高市内閣になって以降、憲法改正議論が活

発化しています。一方、当会でも、今から約

30年前の 1996年６月号会報で、当時代表だっ
た加藤顧問が、『憲法に「環境」が見えない』

と書いたのをきっかけに、2004年に憲法部会
を立ちあげ、以降『日本国憲法に「環境原則」

を追加する提案』活動を地道に継続してきま

した。その間幾度か内容の微調整を行い、第

五次案からは、狭い意味での「環境」に留ま

らず、「持続性」も入れ、『日本国憲法に「環

境（持続性）原則」を追加する提案』として

様々な働きかけを行っています。「持続性」も

入れたのは、現在の日本は気候危機による様々

な影響も含め、私たちの暮らしや社会が決し

て持続的ではないと思われるからです。（その

理由については、一昨年から活動している「今

こそ、まっとうな日本の気候政策を創ろう」

メンバーが『気候変動による影響が顕在化す

る中、私たちの暮らしや日本社会は持続可能

だろうか？？』と題して、ＨＰで連続して解

説するので、そちらをご覧下さい。）また、憲

法加憲の提案内容等については、2024年５月
号（「憲法に環境・持続性原則を」の提案を忘

れないために）でも紹介しましたので、本号

では、なぜ今、私たちがこの提案活動を強化

しているかについて述べたいと思います。

　第一の理由は、気候変動など環境の悪化は、

私たちの暮らしや社会経済活動に取り返しのつ

かない程の深刻な悪影響を与えはじめ、人類生

存への重大な危機になっているからです。

　最近も６月という早い時期に台風が襲来し

浸水や農業被害が各地で見られたほか、５月

から真夏日が各地で見られ、この夏は昨年以

上に厳しい猛暑になると予測されています。

また近年山火事や熊被害が各地で見られます

が、これも気候変動による乾燥や山の生態系

の変化が一因ではないかと言われています。

さらに高温による労働生産性の低下や熱中症

などは企業の経済活動に打撃を与え、外遊び

できない子ども達や親にも大きなストレスを

与えています。こうした国民の苦難にもかか

わらず、現在高市内閣が進めている憲法改正
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議論の中で、主に議論されているのは「第 9
条（自衛隊の明記）」「緊急事態条項（議員任

期の延長など）」「国民投票法の改正」などで

あり、全ての生命や暮らし・社会経済活動の

基盤となる環境やそれらの持続性についての

議論は全くなされていません。憲法は国民の

権利・自由を守るために、国がやってはいけ

ないこと・やるべきことについて、国民が定

める最高法規です。それを時の政権の思惑で

強引に進めたり、真に国民にとって重要なこ

とを議論さえしない現状を、許しておいては

いけないと思うのです。

第二の理由は、全ての生命の基盤である「環

境」とその「持続性」を憲法に明記することで、

国内外の平和と安定をより強固に維持するこ

とができると思うからです。

80年前の憲法に「環境」の「か」の字もな
かったのは、温暖化のような環境問題がなかっ

たのですから当然です。しかし、現在の世界

は最大の環境破壊と言われる戦争や内戦によ

り、全ての生命と社会経済活動の基盤である

「環境」が破壊され、人々の暮らし、人々が積

み上げてきた歴史や文化、何より人々の命と

尊厳も破壊され続けています。言うまでもな

く気候変動の最大の原因である CO2の排出も、

５月号で松下さんが指摘したように、「ガザで

の直接的軍事活動だけで排出される CO2 は、

今後の戦後復興まで含めると、世界の 100 カ
国以上の年間排出量を上回る。」ほど膨大な量

になり、気候危機はますます深刻化してしま

います。加えて、ガザに限らず、力のある国

が世界を制覇し、格差が広がる弱肉強食の世

界では、平和も安定も遠のくばかりです。

そうした中で、日本国憲法に環境・持続性

原則を明記することで、９条の解釈拡大によ

る自衛権の範囲や自衛隊の活動内容の拡大、

武器の輸出など、他国の戦争に加担するよう

なことは許されず、“戦争は決して許さない ”
と謳う日本の「平和憲法」をより強固なもの

にできるのではないかと思うのです。これま

で日本が世界から尊敬されてきたのは、日本

人の誠実さと平和憲法があったからこそだと

私は信じています。

第三の理由は、国民も政治家もメディアも

「環境」の重要性に気づき、それを保全し維持

することの大切さについて、国民的議論を喚

起する最大の契機になると思うからです。

読売新聞の調査によると、日本の憲法につ

いて特に関心を持つものとして、「戦争放棄、

自衛隊の問題」（57%）、「天皇や皇族の問題」
（33%）に次いで、「環境問題」（29%）でした
。また今の条文を改めたり新たな条文を加え

たりする方が良いと思うものについては、「自

衛のための軍隊保持」（35％）、「健全な財政維
持」（33%）、「教育の無償化」（28%）に次いで
「良好な環境で生活する権利」（27%）でした。
環境についての国民の関心は決して低いわけ

ではないのに、選挙でも憲法議論でも語られ

ない理由の一つとして、私たちのようなＮＰ

Ｏや環境の重要性に気づいた人、政治家や官

僚だけに任せっ放しにしては日本は「危ない」

と考える人たち、そして次の時代を担う若者

たちが、声を上げることを控えてきたことも

一つの要因ではないかと思うのです。

政治的な話題は避ける傾向が日本人は強い

と言われます。また憲法改正に関しては、環

境 NPOの間でも「９条を変えられてしまう」
という理由から、当会の加憲の提案にも反対

があります。しかしこのまま何もしなければ、

全ての命の基盤である環境を守りその持続性

を担保することはもとより、平和憲法さえ蔑

ろにされかねません。平和憲法を守ろうと闘

う人々とも連携しつつ、将来世代により良い

環境を残すために活動する私たちは、私たち

なりに、例え小さな声でも上げ続け、より良

い憲法にしていく挑戦が、今、必要なのでは

ないかと思うのです。


